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独立派への強硬路線の継続と
米中貿易戦争の影

倉
くら
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概 　　況
　2017年 7 月に就任した林鄭月娥新行政長官は，当初前任者と異なるソフトな言
動を前面に押し出し，民主派との和解の進展も期待された。しかし，実際の独立
運動がすでに下火になる中で，政府の強硬さはむしろ程度を増した。2016年以降
に発生した，香港独立派を選挙から門前払いにする動きは，2018年には香港の将
来を住民投票で決することを主張する自決派の排除にまで拡大した。これにより，
2014年の「雨傘運動」以後に誕生してきた若者の新しい政治勢力・政治運動は，
壊滅的な打撃を受けた。また，国家の安全への脅威を理由として，香港独立を主
張する政治団体を非合法化するという，過去に例のない措置もとられた。さらに，
言論の面においても，香港独立の可能性に言及した学者の発言に対して，中国中
央政府・香港政府があえて声明を出して強く非難する場面も見られた。
　経済においては，夏以降に GDP 成長率が失速し，貿易が減少するなど，いわ
ゆる「米中貿易戦争」の影響とも思われる事態が生じている。広州と結ぶ高速鉄
道や，マカオ・珠海と結ぶ橋の開通などで，観光客は順調に伸びたが，不動産価
格は下落の局面に入った。中央政府は香港のハイテク基地化などを後押ししてい
るが，これらの構想にも「米中貿易戦争」が影を落としている。
　政府の「独立派」に対する強硬な姿勢は，イギリスやアメリカなど，外国との
関係に影響を及ぼした。非合法化された団体の幹部による講演会を企画したイギ
リス紙記者は香港から事実上追放され，イギリス政府がこれに抗議した。米中関
係が急速に悪化する中で，アメリカ議会は，香港の自治が侵食されているとして，
香港を中国大陸と異なる独立した関税区と見なす政策の見直しにも言及した。こ
れに対しては，香港では親政府派の財界からも，香港経済への悪影響を恐れ，懸
念の声があがった。

2018年の香港特別行政区

https://doi.org/10.24765/asiadoukou.2019.0_151
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域 内 政 治

立法会議員補欠選挙，自決派の排除と民主派の敗北
　2016年の立法会議員選挙で当選した立法会議員のうち 6 人が，就任時の宣誓を
正しく行わなかったことを理由に，政府から裁判に訴えられ，議員資格を剥奪さ
れた。このうち，すでに裁判が結審し，資格剥奪が確定した議席について，相次
いで補欠選挙が行われた。
　 3 月11日の選挙では，普通選挙枠 3 議席（香港島・九龍西・新界東各 1 議席）と，
職能別選挙枠 1 議席の 4 議席が争われた。このうち香港島選挙区では，2014年の
民主化運動「雨傘運動」の学生指導者で，香港の前途を住民投票で決する「民主
自決」を主張する自決派政党・香港衆志に所属する羅冠聡が議席を剥奪されて補
選実施となった。 1 月13日，羅冠聡と同じ香港衆志から周庭が，香港島補選に出
馬すると表明した。しかし， 1 月27日，周庭は政府担当部門から，出馬を認めな
い旨の通知書を受け取った。通知書には，香港衆志が構想する住民投票において，
香港の将来についての選択肢に独立を含んでいることから，基本法を擁護して香
港特別行政区に忠誠を誓う意思がないことは明白との判断が記されていた。2016
年 9 月には候補者擁立が許された香港衆志が，今回は出馬資格を剥奪されたこと
については，2016年11月に全国人民代表大会（全人代）常務委員会が示した，宣誓
は荘厳に行わねばならないなどとする基本法解釈の内容と，2016年以後の政治の
展開も，出馬の可否の判断において考慮したためとされた。独立派や，暴力行為
を辞さない本土派と比べて，穏健と見なされてきた自決派の出馬も認めないとの
決定は，雨傘運動から派生した，若者が主導する新しい政治勢力が，事実上全面
的に議会から排除されることを意味した。周庭は政府の決定に対し，これは自分
と香港衆志だけでなく，雨傘運動の世代全体を抹殺するものであると非難した。
　一方，九龍西・新界東選挙区では，本土派の青年新政の議員が議席を剥奪され
たが，本土派は候補者を擁立しなかった。複数の政党を抱える民主派は， 1 議席
のみを争う補選では選挙協力が必要となるため，予備選挙を行い， 1 月15日，九
龍西選挙区では姚松炎，新界東では范国威が民主派の統一候補に選出された。こ
のうち姚松炎は，2016年に職能別選挙で当選した後，就任宣誓に規定外の字句を
加えたとして議員資格を剥奪されていた。そのため，周庭と同様に，出馬資格が
認められない可能性も指摘された。結局， 1 月29日に姚松炎は出馬が認められた
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が，長期にわたって出馬の可否が不明な状態に置かれたため，選挙活動が大幅に
遅れた。また，大学教員の姚松炎が，低所得者が多い九龍西選挙区から落下傘候
補として出馬し，高邁な民主の理念を強調した選挙戦術は，公共住宅での地道な
選挙活動と，各種団体を利用した組織選挙を行ってきた親政府派の候補とは対照
的であった。
　さらに，本土派の候補が出馬できなかったことで，多くの若者が投票意欲を失
い，投票率が大幅に低下したことも，親政府派に有利に働いた。結局，姚松炎は
僅差で親政府派の民主建港協進連盟に所属する新人・鄭泳舜に敗れた。普通選挙
では 6 割の票を獲るため，補選のように当選者が 1 人だけの場合では勝てるとい
われてきた民主派が，補欠選挙で敗れたのは史上初めてのことであった。民主派
は職能別選挙の議席も失い，議員資格を奪われた 4 議席中 2 議席の「奪還」に留
まった。
　11月25日には，九龍西で議席を奪われた自決派の劉小麗の補欠選挙が行われた。
劉小麗は自ら議席を奪還すべく出馬手続きを行ったが，10月12日，政府は劉小麗
が過去に香港独立を選択肢とするとの声明を出していたことなどを理由に，出馬
資格無効の決定を行った。劉小麗は自ら，民主派のベテランで議員を引退してい
た李卓人を「代役」に指名したが，予備選挙なしに民主派の「統一候補」に李卓

姚松炎候補の急ごしらえの宣伝用横断幕（2018年 3 月 4 日，九龍・深水埗地区にて筆者撮影）
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人が選ばれたことを不服として，別の民主派のベテラン元議員の馮検基も出馬し
た。 3 月と同様に若者が出馬せず，かつ民主派が分裂したことで，投票率はふる
わず，親政府派の新人・陳凱欣が勝利し，民主派は補選連敗となった。

香港独立の主張に対する政府の態度の硬化
　2016年に盛り上がった香港独立の議論は，独立派の選挙からの排除などによっ
てその後急速にしぼんだ。李克強総理は2017年の全人代の政府活動報告では「香
港独立に活路はない」と特に言及したが，2018年には同様の発言は見られなかっ
た。しかし，独立をめぐる言動への取り締まりはむしろ強まった。
　 3 月24日，民主化要求の「セントラル占拠行動」発起人の戴耀廷香港大学副教
授は，台湾でのフォーラムに出席し，将来中国の政権が倒れた場合，中国の様々
なエスニック・グループが独立して国家を築き，連邦制を形成することを考える
べきであると発言した。これに対し， 3 月30日，香港政府は「ある大学教員が，
香港は独立国家を成立させることを考えてもよいとの言論を発表したことに衝撃
を受け，これを強く非難する」との声明を発表した。政府が学者の発言に対して
特に声明で批判するのは異例であるが，翌31日には国務院香港マカオ弁公室も，
戴耀廷が「国家を分裂させる意図を露わにし，国家の憲法・香港基本法と香港の
法律に対する重大な違反を犯した」とのコメントを発表し，中央政府の香港出先
機関である中央政府駐香港連絡弁公室も，戴耀廷の発言について，赤裸々に法治
を踏みにじる行為であるとコメントするなど，極めて強硬な姿勢が示された。
　さらに 7 月17日，警察は「香港初の香港独立を目指す政党」を自称して2016年
3 月に結成された「香港民族党」を，国家の安全に危害を与える団体であるとの
理由で，社団条例に基づいて非合法化することを保安局長に提案した。社団条例
は，暴力団など内部の治安に危害を与える団体を取り締まる目的でイギリス統治
期に制定された法律であるが，国家の安全を理由に団体を非合法化できるとの規
定は返還後に追加されたもので，実際に適用されるのは初めてのことであった。
　香港民族党は独立を提唱する言論を発表してはいるが，武力行使や実際の行動
には及んでいない。こうした団体の非合法化は，言論や結社の自由を侵害すると
して，香港内部だけでなく，国際的にも関心を集めた。その中で，外国人記者ク
ラブが 8 月に香港民族党の陳浩天召集人を招いたセミナーの開催を企画すると，
中国外交部駐香港特派員公署はこれを中止するよう求めた。林鄭月娥行政長官も
遺憾の意を示し，梁振英前行政長官・全国政治協商会議副主席は外国人記者クラ
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ブに政府が貸与している土地の契約を打ち切ることも主張した。しかし，外国人
記者クラブは 8 月 6 日声明を発表し，陳浩天を招くことはその意見に賛同するか
らではない，記者や市民には様々な意見を聞く権利があるとして， 8 月14日に予
定通りセミナーを決行した。外交部駐香港特派員公署はこれに対して憤怒とけん
責を表す声明を発表した。
　香港民族党は政府に抗弁もしたが，結局李家超保安局長は 9 月24日，香港民族
党を非合法化することを発表した。これにより，香港民族党が活動することや，
同党に対して寄付したり，場所を提供したりすることが違法となった。
　香港政府は 9 月末，陳浩天のセミナーの司会をした，イギリス人の『フィナン
シャル・タイムズ』紙記者であるビクター・マレットの記者としての就労ビザの
更新を拒否した。11月 8 日には，すでに香港を離れたマレットが香港を訪問した
際，入国を拒否した。イギリスのマーク・フィールド外務省アジア太平洋担当大
臣はこの件について香港政府に対して抗議の申し入れを行った。

広州・香港間高速鉄道「一地両検」をめぐる法律論争
　建設が進んでいた広州から深圳を経由して香港に至る高速鉄道では，香港側の
西九龍駅内部に大陸の入管エリアを設け， 1 カ所で大陸と香港の 2 つの出入境検
査を行う「一地両検」方式の実施が計画されていたが，民主派や弁護士団体は，
これが香港域内で大陸の法律を実施しないとする香港基本法に抵触するとして反
対してきた。しかし，2017年末に全人代常務委が「一地両検」の実施を批准した
ことを受け，香港政府は 1 月31日，立法会に「一地両検」実施の関連法案を提出
し，法案は委員会審議に付された。
　委員長の葉劉淑儀立法会議員は，高速鉄道の開通を遅らせないために 5 月 7 日
で審議を打ち切ると宣言し，民主派の発言時間を制限するなどしたため審議は紛
糾した。委員長は民主派が提出した修正案の多くを，審議時間をほとんどとらず
に次々と採決して否決し，予定通り 5 月 7 日に委員会審議を終わらせた。
　 6 月 6 日，同法案は本会議での審議に移されたが，審議にあたり梁君彦立法会
主席（議長）は， 2 週間で合計36時間審議したら採決に移るとの時間制限を示し，
民主派から強い反発を受けた。審議においては，梁君彦主席は抗議する民主派議
員の一部に退席を命じるなどの強硬手段をとり，結局36時間に満たない審議時間
で 6 月14日に法案を成立させた。
　ここ数年，民主派は大量の質問や修正案の提出などで審議を引き延ばし，多く
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の政策や法案を廃案に追い込んできたが，先述の 6 議員の資格剥奪で，民主派が
勢力を弱めている間に，親政府派主導で立法会の議事規則が改定されていた。こ
れによって，発言の時間や質問回数，修正案の提出が制限され，民主派は引き延
ばし戦術に訴えることもできず，なすすべなく終わった。
　「一地両検」に対しては抵抗感を持つ市民がいる一方，技術的な問題であるた
め，大規模な抵抗運動を呼ぶほどには世論の関心を集めず，多くの民意調査でも，
利便性の高い「一地両検」を支持する者が多数を占めた。結果的に，民主派によ
る反対運動には支持が集まらなかった。

雨傘運動・旺角騒乱関係者の裁判
　雨傘運動関係者の裁判は2018年も続いた。学生指導者である黄之鋒・羅冠聡・
周永康の 3 人は，2017年の 2 審で違法集会罪などにより懲役 6 ～ 8 カ月の判決を
受けて服役していたが，終審法院は 2 月 6 日，2016年に出された 1 審判決の社会
奉仕刑を支持して減刑した。判決は，暴力的な違法集会には懲役刑で社会に警告
を与えるべきであるとの， 2 審判決で示された新しいガイドラインを支持しつつ
も，この基準はそれ以前の事件に遡及適用されるべきでないとした。これは今後
もし同様の事件があれば厳しい判決を出すことに含みを残した判決であり，民主
派はこの判決が社会運動に対する圧力になると憂慮している。
　一方，2016年 2 月の旺角での騒乱で暴動罪に問われた本土派政治団体「本土民
主前線」の梁天琦に対し，高等法院は 6 月11日，数の面で劣勢な，十分に武装し
ていない警察官に対して，群衆とともに暴行を加えたことには同情の余地なしと
して，懲役 6 年の判決を言い渡した。別の被告である盧建民には懲役 7 年の刑が
言い渡された。これは暴動罪としては香港史上最も重い刑である。
　11月19日には，セントラル占拠行動の発起人である戴耀廷香港大学副教授・陳
健民香港中文大学副教授・朱耀明牧師と，民主派立法会議員や学生指導者など，
9 人の雨傘運動の指導者に対する，公衆妨害扇動罪などの容疑についての裁判が
開始された。 9 人の被告は全員が起訴事実を否認した。

社会・経済政策への不満やスキャンダルによる政府批判の高まり
　2018年には，市民生活に直結する経済・社会問題の重要政策の不人気や，高官
のスキャンダルにより，政府が批判を受ける場面が目立った。
　 2 月28日，2018/19年度財政予算案が発表された。大幅な財政黒字が見込まれ
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たため，親政府派・民主派とも各政党はこれを市民に還元する政策を求めた。し
かし，政府の提案では，特に低所得者層から要望が強かった現金給付が見送られ
たため，世論調査では多くの市民が予算案への不満を表明した。政府は財政規律
の必要性を強調し，現金給付を拒み続けた。しかし，強まる批判を受け， 3 月23
日に予算の修正案を発表し，所得税が非課税であることや，香港に不動産を持た
ないことなど，一定の条件を満たす中低所得の香港市民を対象に，4000香港ドル
を政府基金から一律支給することを発表した。
　住宅政策においては，2017年に設置された住宅建設用地の確保の方法を検討す
る諮問委員会が2018年 4 月26日に諮問文書を発表し，これに基づいて 5 カ月間市
民から幅広く意見を集めるとされた。しかし，文書は近海の埋め立てによって用
地を確保する方法の利点を強調する内容となっており，環境保護団体から批判さ
れた。民主派は郊外のゴルフ場や，倉庫などの用途に違法転用されている農地の
収用と宅地化を求めたが，ヒアリング期間中にもかかわらず，林鄭月娥行政長官
は 7 月 1 日，埋め立て案を支持すると明言した。財界や郊外の地主などの抵抗が
強いゴルフ場や農地の収用を政府は回避し，既得権益層に配慮していると批判さ
れた。 9 月26日にヒアリング期間が終了すると，諮問委員会の報告書を待たずに，
林鄭月娥行政長官は10月10日の施政方針演説で，香港島の西側，ランタオ島の東
側の海域に1700ヘクタールの人工島を埋め立てで建設する計画を発表した。この
巨額の建設プロジェクトの是非は大きな論争を招き，10月14日には民主派による
反対デモが発生し，警察発表で5800人が参加した。
　2018年 1 月 6 日，袁国強に代わり鄭若驊が律政司司長に就任した。しかし，就
任当日に，2008年に購入した自宅が不法に増築されていた疑惑を報じられた。民
主派は鄭若驊の辞職を求めたが，林鄭月娥行政長官は，鄭若驊律政司司長が多忙
のあまり届け出を忘れたとの説明を受け入れて続投させた。12月21日，律政司は
本件で鄭若驊律政司司長を不起訴とする一方，その夫の潘楽陶を起訴すると決定
した。12月12日には，梁振英前行政長官が在任中にオーストラリア企業から受け
取った顧問料名義での報酬を申告していなかった件について，証拠不十分で不起
訴にすると決定した。この際，律政司は慣例に反し，外部の意見を聴取せずに不
起訴を決定したとされた。これらの件により，鄭若驊律政司司長の支持率は非常
に低迷した。
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経 済

2018年の香港経済概況
　2018年の香港経済は，第 1 四半期に GDP 成長率4.6％と，2011年以来の高い伸
び率を示したが，第 2 四半期には3.5％，第 3 四半期には2.9％と失速した。中国
経済の減速と，米中貿易摩擦の影響を受けたものと考えられ，特に 9 月以降の貿
易の不振が目立った。株価ハンセン指数は 1 月に一時 3 万3000ポイント以上をつ
けたものの，その後下落に転じ，年末には 2 万5000ポイント台となった。近年の
株高をけん引し，「株王」とも称されるテンセント株は， 3 月に475香港ドルをつ
けた後，業績が振るわなかった 8 月には251香港ドルまで下落した。
　訪問観光客数は特に高速鉄道と香港珠海マカオ大橋の開通により秋以降に増え
過去最多となったものの，大陸からの観光客がけん引してきた小売りの伸びはむ
しろ秋以降に鈍化した。特に，貴金属・宝石・高級時計の売上額は，11月には前
年同月比でマイナス3.9％と，16カ月ぶりに前年比マイナスとなった。
　不動産価格は暴騰が続いていたが， 8 月に29カ月ぶりに下落に転じた。 7 月に
394.8（1999年＝100）を記録した不動産価格指数は，11月には366.3（速報値）まで下
落した。アメリカの調査会社デモグラフィアの調査では，2018年の香港は 9 年連
続で世界一不動産購入が困難な都市と評され，不動産価格中位数の物件の価格は，
年収中位数の20.9倍に達している。不動産価格下落により，社会問題化して久し
い住宅難の改善が期待される一方，不動産価格低迷時に発生する，ローン残高が
資産総額を上回る「マイナス資産」の状態に陥る者も散見されるようになった。

習近平国家主席，香港のハイテク基地化を指示
　香港経済は近年大陸の高度成長に比してスピードが遅いと論じられ，物流など
の従来の中心産業が停滞・衰退する一方，成長産業の不在が長く問題視されてき
た。そのような中で，習近平国家主席は 5 月14日，香港在住の中国科学院院士・
中国工程院院士らが2017年に送った書簡に返答するという形で，香港の国際的イ
ノベーション・科学技術センター化を指示した。これにより，香港とマカオの大
学が，大陸の科学研究プロジェクトの政府助成に参加することが可能になる。
　現在，広東省と香港・マカオは「粤港澳大湾区」構想に基づく経済融合を進め
ており，香港が従来のような独立した経済体というよりも，「国家の発展の大局
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に入る」ことが中央政府から求められている。その中で，香港のハイテク基地化
は，国際的なランキングで上位を占める大学が集中する香港と，イノベーション
で世界に知られる，香港の北隣にある深圳の協力を進め，中国経済をけん引する
ことが意図されていると考えられる。香港政府は2018/19年度予算で，イノベー
ション・科学技術の発展に500億香港ドルを投じるとしている。
　しかし，過去香港ではすでに長期にわたりハイテク化が提唱されつつも，不発
に終わっていることに鑑みれば，実現には多くの困難も予想される。特に，アメ
リカ・ヘリテージ財団の世界の経済自由度ランキングにおいて2018年まで24年連
続で世界一自由な経済とされてきた，民間企業主体の経済を持つ香港において，
国家が主導するプロジェクトを実施することは容易ではない。
　また，習近平国家主席が「愛国愛港の科学技術の人材」という言葉を用いたこ
とから，学術に対する政治介入の懸念を示す声も一部からあがった。楊偉雄イノ
ベーション・科学技術局長は，これは特に政治的な意図のある発言ではなく，外
国の人材を排除するものでもないと説明した。

広州・香港間高速鉄道と香港珠海マカオ大橋の開通
　広州・香港間高速鉄道は 9 月23日に開通した。香港政府は2018年の利用者数を
一日平均 8 万人と想定していたが，実際には約 5 万2000人に留まった。香港での
切符の購入にも，大陸と同様の厳しい本人確認と荷物検査が必要となることや，
広州南駅が市中心部から離れていること，既存の安価なバスや在来線との競争な
どから，香港市民の広東省訪問での利用が伸び悩んだ。
　一方，香港と珠江対岸の珠海・マカオを結ぶ香港珠海マカオ大橋は，当初構想
から30年以上，着工から 9 年以上を経た10月23日に開通した。開通式には習近平
国家主席が出席した。この橋は世界最長の海上橋であり，国家プロジェクトとし
て中国で話題を呼んだため，大量の観光客が橋を利用して香港を訪問したが，香
港側の橋の終点近くに短時間滞在してすぐに大陸に帰る者が多く，本来観光地で
ない場所に観光客が押し寄せたため，商店や広場などの混雑が社会問題化した。
　ここ数年頭打ちとなっていた大陸から香港への観光客数は，2018年には再び増
加に転じ，のべ5103万8000人と，過去最多に達した。2012年頃から大きな社会・
政治問題となった大陸からの観光客の大量流入問題の再燃が懸念される。
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李嘉誠長江和記実業主席の引退
　 3 月16日，一時はアジア一の大富豪とも称された李嘉誠が， 5 月10日の株主総
会後に長江和記実業と長江実業の主席および執行董事（役員）の職務を離れ，長男
の李沢鉅副主席に事業を譲って顧問に退くと発表した。
　1928年生まれの李嘉誠は1940年に香港に移住し，プラスチック工場から不動産
業に転じて財をなし，一大財閥を築いた。李嘉誠は近年，欧州でのインフラ事業
に注力する一方，大陸および香港での事業からの撤退を進めていると評され，大
陸メディアから批判を受けるなどしていたが，李嘉誠は中国事業にも大量の投資
を行っていると反論した。返還後の20年間に香港で 7 万戸の不動産を売却し，
4000億香港ドル以上を売り上げた長江実業は香港を代表するデベロッパーである
が，近年は新興財閥の台頭や大陸資本の進出に晒されていた。李嘉誠の引退は，
香港財閥の落日を象徴する出来事と評された。

対 外 関 係

イギリス・アメリカから「一国二制度」への厳しい評価が相次ぐ
　中央政府の影響力の拡大により，香港の「高度の自治」が侵食されつつあると
の問題意識が広がるなか，イギリスとアメリカが香港の現状を相次いで厳しく論
じた。
　イギリス議会は 1 月23日，香港の基本的民主・自由・自治への脅威を議論し，
ブルース保守党人権委員会主席は，議員資格の剥奪や「一地両検」は香港の人権
と法治への脅威であると指摘し，大陸で拘束された香港・銅鑼湾書店経営者の桂
民海の釈放をイギリス政府が中国政府に対して求めるべきであると主張した。イ
ギリス外務省は 9 月 6 日に発表した2018年上半期の香港に関する報告書で，香港
民族党の非合法化問題などに言及し，特に香港独立に関する議論における言論の
自由への懸念を表明した。これに対し，中国外交部駐香港特派員公署は会見で，
イギリス政府に報告書の発表をやめ，香港内部の問題への干渉をやめるよう警告
した。 9 月24日に香港民族党の非合法化が決定されると，アメリカ ･ イギリス・
EU が結社の自由の尊重を求めるコメントを出したが，中国外交部はこれを外国
政府がでたらめを言うべきではないと非難した。
　アメリカ議会の諮問機関である米中経済・安全保障審査委員会は11月14日に発
表した年次報告書において，中央政府が香港の政治制度・法治・言論の自由を侵
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食し続けていると指摘し，香港が徐々に大陸の他の都市と変わらなくなっている
と，「一国二制度」の現状に対する疑念を示した。報告書では，2017年に香港政
府が返還後初めてアメリカへの容疑者引き渡しを拒否したことを「中央政府の直
接支配」によるものと指摘し，香港に対し中国大陸に対するものと同様の軍事転
用可能な技術の輸出規制を行うことを商務省が検討すべきと論じた。報告書は香
港民族党の非合法化，マレット記者のビザ更新拒否，「一地両検」などに言及し，
アメリカ議会に対し，イギリス・EU・台湾の議会と協力して，香港の「一国二
制度」が守られているか否かを， 2 年おきに検討するよう提案した。
　アメリカは「香港政策法」により，香港が十分な自治を有しているとアメリカ
政府が判断した場合，香港を大陸とは別個の独立した関税区として扱うと規定し
ている。このため，「米中貿易戦争」の中で発動された中国に対する報復関税は
香港に適用されていない。しかし，独立した関税区の扱いをアメリカがもし取り
消すと，アメリカからあらゆる面で香港に対して厳しい政策がとられることにな
り，国際金融センターとしての香港の地位には大打撃となる。これには，親政府
派において財界の利益を代表する自由党の鍾国斌立法会議員も，もし香港が中国
の普通の一都市と見なされれば「ゲーム・オーバー」だとして，香港政府からワ
シントンに職員を派遣したり，在香港のアメリカ外交官に接触したりして，事情
を説明すべきであると主張した。12月17日，北京を訪問した林鄭月娥行政長官に
対し，李克強総理は，複雑な国際情勢の下で，香港が自由貿易港・独立した関税
区として安定した経済成長をしていることは容易ならぬことであると特に言及し，
香港の独立した関税区としての地位の維持を中央政府も重視していることを示唆
した。

対日関係の進展
　 3 月24～25日，河野太郎外務大臣が香港を訪問した。国際会議への参加などを
除くと，日本の外務大臣による香港訪問は約20年ぶりであった。河野大臣は，香
港政府が2011年の福島第一原発事故後に続けている，日本からの農産物の輸入規
制の撤廃について働きかけた。香港政府は 7 月24日，茨城・栃木・群馬・千葉か
らの野菜・果物・牛乳・乳飲料・粉乳の輸入停止措置を改め，放射性物質検査証
明書及び輸出事業者証明書の添付を条件に輸入可能とした。福島県産のこれら食
品については輸入停止を継続する。
　10月29日から11月 2 日には林鄭月娥行政長官が行政長官として約10年ぶりに訪
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日し，同日の河野大臣との会談の後，両者間の協力の深化及び拡大に関する共同
ステートメントが発表された。
　一方， 8 月10日，香港政府は和田健一郎千葉県白井市議会議員の入国を拒否し
た。和田議員は 3 月に香港を訪問した際，当時立法会議員補欠選挙に出馬してい
た民主派の区諾軒候補の宣伝活動の会場を訪れて声援を送ったが，中国外交部駐
香港特派員公署はこの行動は内政干渉であるとして，香港の日本総領事館に抗議
していた。

2019年の課題
　2019年には国歌法の香港適用のための立法作業など，論争性の高い政策も予定
されている。しかし政府はすでに，独立派・本土派・自決派といった新勢力を議
会から事実上排除した。また，民主派も内部分裂で選挙協力が困難となり，力を
弱めている。このため過去数年と異なり，政府の立法や政策執行への抵抗は弱
まっている。現状では反対派が大規模な抵抗運動を起こすことは困難であり，こ
れは政府にとって懸案を処理するために有利な環境である。2019年には2020年の
立法会議員選挙の前哨戦となる区議会議員選挙も11月に予定されている。天安門
事件30周年を迎える機に，分派対立や世代間闘争を繰り返してきた民主派などの
反対派勢力が再度結集し，市民の動員に成功するかどうかが注目される。
　経済においては，中国経済の減速と「米中貿易戦争」を前に，先行きの不透明
感が強まっている。2018年に始まった不動産価格の下落は，ここ10年ほどの異常
な暴騰からの調整程度に留まれば，住宅難などの社会問題の解決にむしろ資する
かもしれないが，資産価値が暴落すれば恐慌と政治的混乱は不可避であるため，
政府は慎重に対応することを求められるであろう。
　対外関係では，特に2018年に急速に悪化した米中関係の影響は大きな懸念材料
である。選挙候補者の排除の多発，政治団体の非合法化，言論の自由や法の支配
の侵食を疑わせる事件などで，香港の「高度の自治」に対する米英などの疑念が
高まっている。アメリカは，「一国二制度」が有名無実化したと判断した場合，
香港政策法に基づき，香港を独立した関税区と見なす待遇をやめる危険性がある。
これは国際金融センターとしての香港に壊滅的な打撃をもたらす可能性があるた
め，中国政府・香港政府とも，「国家の安全」と「高度の自治」のバランスをと
ることを，従来以上に求められる。

 （立教大学法学部教授）
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1 月 5 日 ▼中国国務院は袁国強律政司司長の
辞職と，後任の鄭若驊の 6 日就任を発表。

13日 ▼香港衆志所属の周庭は立法会補選に
香港島から出馬すると表明。

15日 ▼立法会補選の民主派統一候補を選ぶ
予備選挙で，九龍西では姚松炎，新界東では
范国威が勝利。

27日 ▼香港政府は立法会補選に出馬手続き
した周庭の出馬を認めない決定。自決派の香
港衆志が独立を否定しないことを理由に。

31日 ▼周庭に代わり立法会補選に出馬手続
きをした区諾軒の出馬資格が認められる。
2 月 2 日 ▼「雨傘運動」の学生指導者であっ
た黄之鋒・羅冠聡・周永康がノーベル平和賞
候補者に推薦される。

▼アメリカ・ヘリテージ財団の世界の経済
の自由度調査で，香港は24年連続で世界一自
由な経済に選出。

6 日 ▼黄之鋒・羅冠聡・周永康の公民広場
突入事件について，終審法院は 2 審の懲役刑
を減刑し，社会奉仕を言い渡し。

10日 ▼大埔で 2 階建て路線バスの転覆事故
が発生，19人死亡。

28日 ▼ 陳茂波財政司司長は2018/19年度の
財政予算案を発表。2017/18年度の財政黒字
は1380億香港㌦であったと公表。2018/19年
度は524億香港㌦を減税，税金還付，生活保
護の増額などに充てると提案。
3 月 5 日 ▼第13期全国人民代表大会（全人代）
が開幕，李克強総理の政府活動報告では香港
独立問題に言及せず。

11日 ▼就任時の宣誓問題で議員資格を剥奪
された 4 立法会議員の補欠選挙が投開票され
る。民主派は 2 議席に留まる。

16日 ▼長江和記実業主席の李嘉誠が 5 月10
日の株主総会後の引退を表明。長男で副主席

の李沢鉅が継承へ。
18日 ▼全人代香港地区代表の譚耀宗が全人

代常務委員に当選。
23日 ▼陳茂波財政司司長は財政予算案の修

正案を発表，一定の条件を満たす者280万人
に4000香港㌦を現金給付すると発表。

31日 ▼中国国務院香港マカオ弁公室・中央
政府駐香港連絡弁公室が，戴耀廷香港大学副
教授（セントラル占拠行動発起人）が香港独立
の可能性に言及したことに非難の声明。
4 月11日 ▼香港記者協会が香港の報道の自由
指数が過去 5 年で最悪と発表。

20日 ▼民主派を含む32人の立法会議員の広
東省訪問団が出発（～22日）。

23日 ▼王志民中央政府駐香港連絡弁公室主
任が立法会に招かれ昼食会に出席，一部の民
主派議員の愛国的・建設的行動を称賛。

24日 ▼民主党の許智峯立法会議員が，立法
会で廊下に控えていた政府職員が議員の行動
を監視していると怒り，職員の携帯電話を奪
い取る。 5 月 5 日逮捕。

▼住宅建設用地確保の方法を検討する諮問
委員会の市民へのヒアリングが開始。
5 月 8 日 ▼ 3 月11日の立法会補選への出馬資
格を認められなかった香港衆志の周庭が決定
を不服として選挙陳情を裁判所に提出。

10日 ▼ 2018/19年度の財政予算案が立法会
を通過し成立。

14日 ▼ 中央政府は香港・マカオの科学技
術・イノベーションの発展の支持を表明。
2200万元を国家重点実験室に配分する措置を
発表。

16日 ▼ now 新聞のカメラマンが北京で人
権派弁護士の取材中に殴打・拘留される。香
港記者協会ほか報道関係団体多数がけん責。

17日 ▼熱血公民所属の立法会議員である鄭

重要日誌 香港特別行政区　2018年
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松泰が立法会で国旗・区旗を逆さまに刺した
ことについてのけん責動議が，民主派立法会
議員の反対で否決される。

29日 ▼アメリカ政府は香港の最近半年の情
勢についての報告書を発表。2017年10月に行
政長官が米国への容疑者引き渡しを拒否する
という返還後初めての事態が発生していたと
暴露。これは基本法が約束する高度の自治と
一致しないと指摘。
6 月 4 日 ▼民主派による天安門事件追悼集会
開催。主催者側発表で11.5万人参加。前年比
5000人増。警察発表では1.7万人と，過去10
年で最少。

11日 ▼ 2016年 2 月の旺角騒乱について，高
等法院は本土民主前線の梁天琦に懲役 6 年の
判決。

14日 ▼広州・香港間高速鉄道の香港西九龍
駅で大陸側の通関も行う「一地両検」条例案
が立法会で可決成立。

22日 ▼全人代常務委は基本法委員会の新名
簿を可決，譚恵珠が梁愛詩に代わり基本法委
員会副主任に就任。

26日 ▼林鄭月娥行政長官は北京で韓正副総
理と会談，粤港澳大湾区について議論。
7 月 1 日 ▼民主派は恒例の返還記念日デモを
実施，主催者側は 5 万人参加と発表，前年よ
り 1 万人減。警察発表の参加人数は9800人で，
返還記念日デモとしては史上最少。

17日 ▼警察は社団条例に基づき香港独立派
の政治団体・香港民族党を非合法化すること
を保安局長に提案。

20日 ▼政府は，福島第一原発事故による，
茨城・栃木・千葉・群馬の果物・野菜・乳製
品の輸入を，24日から条件付きで解禁すると
発表。
8 月 7 日 ▼政府は建設中の鉄道新線の紅磡駅
の設計が政府への届け出と大きく異なること

を発表し，香港鉄路（MTR）の事業関係者の
解任を MTR に対して要求。

10日 ▼和田健一郎千葉県白井市議会議員，
香港への入国を拒否される。

14日 ▼外国人記者クラブが中央政府の反対
を無視して香港民族党の陳浩天召集人の講演
会を開催。

16日 ▼国務院新聞弁公室は 9 月 1 日から香
港・マカオ・台湾住民への居住証発行手続き
を開始すると発表。

31日 ▼全人代常務委は個人所得税法の修正
案を可決，大陸に183日以上住んだ者は大陸
で所得税を納税する義務を規定。
9 月 6 日 ▼イギリス政府は2018年上半期の香
港報告書を発表，特に香港独立問題に関する
言論の自由が圧力を受けていると指摘。

7 日 ▼中国外交部駐香港特派員公署はイギ
リス政府が香港報告書の発行をやめるよう要
求。

16日 ▼台風22号が香港付近に上陸し，最高
警報であるシグナル10が10時間継続，交通の
混乱が数日続く。

23日 ▼ 広州・香港間高速鉄道が開通，「一
地両検」が開始される。

24日 ▼李家超保安局長は香港民族党の活動
禁止を命令。

27日 ▼ 香 港 上 海 銀 行 は 最 優 遇 利 率 を
0.125％引き上げて 5 ％から5.125％に。2006
年 3 月以来の利上げ。香港ドル預金の利率も
0.001％から0.125％に。

28日 ▼政府は 8 月の不動産価格指数を発表，
民間住宅販売価格が下落に転じ，2016年 4 月
からの28カ月連続の上昇が止まる。
10月 5 日 ▼『フィナンシャル・タイムズ』紙
は， 8 月に香港民族党陳浩天召集人講演会を
司会した同紙香港特派員のビクター・マレッ
ト記者が，就労ビザ更新を拒否されたと公表。



166

2018年　重要日誌

10日 ▼林鄭月娥行政長官が施政方針演説を
行う。住宅難対策としてランタオ島東部海域
での大規模な埋め立ての実施を提案。

▼アメリカの中国問題に関する連邦議会・
行政府委員会は2018年の報告書を発表，香港
の高度の自治は不断に侵食されているとして，
香港人権民主法の制定と，香港政策法報告の
継続を求める。

12日 ▼政府は九龍西選挙区の立法会補選に
出馬手続きした劉小麗の出馬を認めない決定。
過去において香港独立を自決の選択肢として
挙げていたことを理由に。

14日 ▼林鄭月娥行政長官が発表した大規模
埋め立て計画への反対デモ，警察発表で5800
人参加。

16日 ▼ MTR で重大な信号故障事故， 4 路
線が同時に運休し，100万人以上に影響。

20日 ▼新鴻基地産前主席・帝国集団創設者
の郭炳湘が死去，68歳。

23日 ▼香港珠海マカオ大橋が開通，習近平
国家主席が式典に出席し開通を宣言。

24日 ▼キャセイ航空・ドラゴン航空が乗客
940万人分の個人情報が盗まれていたことを
発表。

29日 ▼ 林鄭月娥行政長官が訪日（～11月 2
日）。行政長官の訪日は約10年ぶり。

30日 ▼『明報』紙創業者で武侠小説家の査
良鏞（ペンネーム・金庸）が死去，94歳。
11月 8 日 ▼『フィナンシャル・タイムズ』紙
のビクター・マレット記者が入国拒否される。

14日 ▼元行政・立法両評議会首席議員，行
政会議召集人の鍾士元が死去，101歳。

▼アメリカ議会米中経済・安全保障審査委
員会は年次報告書で，中央政府が香港の政治
制度・法治・言論の自由を侵食し続けている
と指摘，香港を大陸と別個の関税区と見なす
政策の見直しを提案。

19日 ▼ 2014年の「セントラル占拠行動」の
提唱者ら 9 人の裁判が開始。

25日 ▼九龍西選挙区の立法会補選で親政府
派の陳凱欣が当選，民主派は補選で連敗。

28日 ▼深圳南方科技大学賀建奎副教授が，
香港大学での会議で，受精卵のゲノム編集に
よりエイズに免疫のある女児の双子が生まれ
たと発表。
12月 2 日 ▼政府は新界の村代表選挙に出馬手
続きした朱凱廸立法会議員の出馬を認めない
決定。暗に香港独立を支持したと指摘。

11日 ▼ カ ナ ダ で 逮 捕 さ れ た 華 為 技 術
（ファーウェイ）の孟晩舟副会長が 3 冊の香港
特別行政区パスポートを保持していたと報じ
られた件について，林鄭月娥行政長官は合法
に取得され，同時期に複数のパスポートが有
効であったことはないと説明。

12日 ▼香港の保釣行動委員会メンバーの郭
紹傑が靖国神社で紙を焼くなどの抗議活動を
行ったとして逮捕される。

▼民主党から区議会議員ら59人が同時に離
党，結党以来最大規模の集団離党。

▼梁振英前行政長官が在任中にオーストラ
リア企業から受け取った顧問料名義での報酬
を申告していなかった件について，律政司は
証拠不十分で不起訴にすると決定。

14日 ▼ 広州・香港間高速鉄道の「一地両
検」は基本法違反との司法審査請求に対し，
高等法院は基本法に合致と裁定。

▼フィリピンの裁判所は麻薬密輸に関与し
たとされる香港人 4 人に無期懲役刑の判決。

17日 ▼林鄭月娥行政長官は北京で習近平国
家主席・李克強総理に職務報告。

22日 ▼台湾の時代力量に所属する林昶佐立
法委員がボーカルを務めるロックバンドが，
ビザが下りないため香港訪問を断念し，香港
での公演を中止に。
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（注）　 1 ）二重線で囲んだものは，中央政府およびその出先機関。
　　　 2 ）3 司長および13局長は，行政会議の官職議員である。
　　　 3 ） 3 司長13局長のほか，廉政専員（廉政公署長官），審計署署長，警務処処長（警察長官），入境

事務処処長，海関（税関）関長は，行政長官が指名し，国務院が任命する。
（出所）　「香港特別行政区政府機構図」（http://www.gov.hk/tc/about/govdirectory/govchart/）。
　　　　香港特別行政区司法機構（http://www.judiciary.hk/tc/organization/courtchart.htm）。

　 1 　香港特別行政区政府機構図（2018年12月末現在）
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　 2 　香港政府高官名簿（2018年12月末現在）

行政長官（行政会議主席） 林鄭月娥＊

［行政会議官職議員］
政務司司長（政務長官） 張建宗
財政司司長（財政長官） 陳茂波
律政司司長（司法長官） 鄭若驊＊

運輸・房屋局局長 陳帆
労工・福利局局長 羅致光
財経事務・庫務局局長 劉怡翔
商務・経済発展局局長 邱騰華
政制・内地事務局局長 聶徳権
保安局局長 李家超
教育局局長 楊潤雄
食物・衛生局局長 陳肇始＊

環境局局長 黄錦星
発展局局長 黄偉綸
公務員事務局局長 羅智光
民政事務局局長 劉江華
イノベーション・科学技術局局長 楊偉雄

［行政会議非官職議員］
陳智思，史美倫＊，李国章，周松崗，羅范椒
芬＊，林健鋒，葉国謙，張宇人，廖長江，任
志剛，葉劉淑儀＊，湯家驊，黄国健，林正財，
劉業強，張国鈞

［その他の政府高官］
警務処処長 盧偉聡
廉政専員（汚職取締専門員） 白韞六
審計（会計監査）署署長 朱乃璋
海関（税関）関長 鄧以海
入境事務処処長 曽国衛

　 3 　司法機構・立法会

終審法院首席法官 馬道立

第 6 期立法会議員
（定数70議席，2016年10月 1 日～，任期 4 年）
［直接選挙枠35議席］陳克勤，梁美芬＊，黄

国健，葉劉淑儀＊，謝偉俊，毛孟静＊，田北辰，
胡志偉，陳志全，陳恒鑌，梁志祥，麦美娟＊，
郭家麒，郭偉強，張超雄，黄碧雲＊，葛珮帆＊，
蒋麗芸＊，楊岳橋，尹兆堅，朱凱廸，何君尭，
林卓廷，柯創盛，容海恩＊，陳淑荘＊，張国鈞，
許智峯，鄭松泰，譚文豪，范国威 1 ），区諾
軒 1 ），鄭泳舜 1 ），陳凱欣＊ 2 ），梁国雄 3 ）

［職能別選挙枠35議席］梁君彦（立法会主席），
涂謹申，梁耀忠，石礼謙，張宇人，李国麟，
林健鋒，黄定光，李慧琼＊，陳健波，何俊賢，
易志明，姚思栄，馬逢国，莫乃光，梁継昌，
郭栄鏗，張華峰，葉建源，廖長江，潘兆平，
盧偉国，鍾国斌，呉永嘉，何啓明，周浩鼎，
邵家輝，邵家臻，陳沛然，陳振英，陸頌雄，
劉国勲，劉業強，鄺俊宇，謝偉銓 1 ）

　（注） 　 1 ）3 月11日の補欠選挙で選出。 2 ）11月
25日の補欠選挙で選出。 3 ）当選後裁判で
議員資格を剥奪され，係争中。

　 4 　その他

行政長官弁公室主任 陳国基
行政長官弁公室常任秘書長 丁葉燕薇＊

香港特別行政区政府駐北京弁事處主任
  傅小慧＊

第13期全国人民代表大会香港地区代表
（36人）（2018年 2 月24日採決）
馬逢国，馬豪輝，王庭聡，王敏剛，盧瑞安，
葉国謙，田北辰，鄺美雲＊，朱葉玉如＊，
李引泉，李応生，李君豪，呉秋北，呉亮星，
張俊勇，陳亨利，陳勇，陳振彬，陳曼琪＊，
陳智思，林龍安，林順潮，鄭耀棠，胡暁明，
洪為民，姚祖輝，黄友嘉，黄玉山，雷添良，
蔡素玉＊，蔡毅，廖長江，譚志源，譚耀宗，
顔宝鈴＊，霍震寰
　（注）　＊女性。
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主要統計 香港特別行政区　2018年

　 1 　基礎統計
2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018

人 口（1,000人） 7,154.6 7,178.9 7,229.5 7,291.3 7,336.6 7,391.7 7,448.9 
労 働 人 口（1,000人） 3,782.2 3,855.1 3,871.1 3,903.2 3,920.1 3,946.6 3,979.0 
失 業 率（％） 3.3 3.4 3.3 3.3 3.4 3.1 2.8 
消 費 者 物 価 上 昇 率（％） 4.1 4.3 4.4 3.0 2.4 1.5 2.4 
為替レート（ 1 ドル＝香港ドル） 7.756 7.756 7.754 7.752 7.762 7.794 7.839 
（注）　人口は年央，失業率は季節末調整値，為替レートは年平均値。
（出所）　香港特別行政区政府統計處『香港統計月刊』各年 1 月， 4 月版。

　 2 　支出別区内総生産（名目価格） （単位：100万香港ドル）
2015 2016 2017 2018

民 間 消 費 支 出 1,593,091 1,649,941 1,785,340 1,945,011
政 府 消 費 支 出 231,263 247,973 261,307 280,797
総 固 定 資 本 形 成 537,205 535,216 576,013 610,912
在 庫 増 減 -20,580 447 10,973 6,311
財 輸 出 3,889,225 3,892,886 4,212,774 4,457,931
サ ー ビ ス 輸 出 808,948 764,839 812,937 892,259
財 輸 入 4,066,527 4,022,579 4,391,306 4,711,981
サ ー ビ ス 輸 入 574,345 578,106 605,506 635,923
区 内 総 生 産（GDP） 2,398,280 2,490,617 2,662,532 2,845,317
（注）　2017，2018年は暫定値。
（出所）　表 1 に同じ。

　 3 　産業別区内総生産（実質価格：2016年基準） （単位：100万香港ドル）
2015 2016 2017 2018

農 業 ・ 漁 業 ・ 鉱 業 ・ 採 石 1,936 1,898 1,800 1,772
製 造 業 26,963 26,844 26,961 27,310
電気・ガス・水道・廃棄物処理業 34,697 34,414 34,708 34,863
建 設 業 118,904 124,932 123,262 123,040
輸 出 入 ・ 卸 売 ・ 小 売 業 522,504 525,526 547,512 572,489
宿 泊 ・ 飲 食 サ ー ビ ス 業 79,276 79,682 81,303 54,456
運 輸 ・ 倉 庫 ・ 郵 便 ・ 宅 配 145,387 149,719 156,945 162,263
情 報 通 信 80,853 84,208 87,561 90,728
金 融 ・ 保 険 411,687 429,082 453,466 474,260
不動産・専門・業務支援サービス 258,976 266,139 271,805 276,168
公務・社会事業・個人サービス 424,094 436,763 450,106 163,504
持ち家帰属家賃・個人賃貸業 257,247 258,649 261,156 264,114
生 産 品 に 課 さ れ る 税 92,685 84,357 94,911 91,969
（注）　2017，2018年は暫定値。
（出所）　表 1 に同じ。
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　 4 　国・地域別貿易 （単位：100万香港ドル）
2016 2017 2018

輸入 輸出 輸入 輸出 輸入 輸出
中 国 内 地 1,916,831 1,943,469 2,030,145 2,105,829 2,186,267 2,287,303 
ア メ リ カ 206,645 324,040 213,737 330,198 231,128 356,797 
日 本 246,698 116,746 253,394 128,474 259,964 129,318 
台 湾 292,072 74,516 329,678 89,371 338,445 86,172 
シ ン ガ ポ ー ル 261,694 61,285 288,107 61,023 314,126 69,150 
韓 国 196,228 54,040 252,056 56,672 278,314 57,867 
全国・地域総額 4,008,384 3,588,247 4,357,004 3,875,898 4,721,399 4,158,106 
（出所）　表 1 に同じ。

　 5 　国際収支 （単位：100万香港ドル）
2015 2016 2017 2018

経 常 収 支 79,553 98,664 123,900 122,481
貿 易 収 支 -177,302 -129,693 -178,532 -254,050
サ ー ビ ス 収 支 234,603 186,733 207,431 256,336
第 一 次 所 得 収 支 44,376 62,593 115,552 141,625
第 二 次 所 得 収 支 -22,124 -20,969 -20,551 -21,430
資本移転等・金融収支 -128,642 -101,104 -76,488 -184,040

資 本 移 転 収 支 -216 -374 -645 -1,522
金 融 収 支 -128,426 -100,730 -75,843 -182,518

直 接 投 資 794,800 447,758 186,887 239,071
証 券 投 資 -970,938 -469,591 264,159 -587,682
金 融 派 生 商 品 99,178 36,327 61,763 15,545
そ の 他 投 資 230,531 -106,368 -338,144 158,107

外 貨 準 備 資 産 -281,996 -8,856 -250,509 -7,559
総 合 収 支 281,996 8,856 250,509 7,559
（注）　誤差脱漏を除く。2017，2018年は暫定値。
（出所）　表 1 に同じ。

　 6 　政府財政 （単位：100万香港ドル）

2015/16 2016/17 2017/18 2018年
4 ～ 6 月

2018年
7 ～ 9 月

2018年
10～12月

収 入 384,021 436,026 444,331 70,376 49,642 221,345
直 接 税 205,883 206,907 208,729 15,268 2,792 139,893
間 接 税 138,715 141,029 172,790 45,629 37,813 35,422
そ の 他 の 収 入 39,423 88,090 62,812 9,479 9,037 46,030
諸基金からの移転 0 0 0 0 0 0

支 出 354,391 381,117 379,473 110,102 123,370 105,702
実 質 支 出 351,211 357,253 375,123 108,512 103,370 105,692
諸 基 金 へ の 移 転 3,180 23,864 4,350 1,590 20,000 10

（注）　財政年度は 4 月 1 日～ 3 月31日。
（出所）　表 1 に同じ。


